(様式1-13)
令和６年４月１日

沖縄県知事　殿
住所　　　　　沖縄県那覇市泉崎○○番地△△
申請者名　株式会社○○　代表取締役　環境　太郎

　廃棄物の処理及び清掃に関する法律第21条に規定する技術管理者として、下記の者を置くことを報告します。

記

１　技術管理者の氏名（職名）：　環境　太郎　（代表取締役）

２　資格等（該当するものの番号に◯を記入してください。）[bookmark: _GoBack]→認定証の写しを添付

	No.
	資格等
	実務経験

	1
	一般財団法人日本環境衛生センターの講習会を修了し、同センターから廃棄物処理施設技術管理者の認定を受けた者
	

	2
	技術士（化学部門、水道部門、衛生工学部門）
	不要

	3
	技術士（上記1の部門以外の部門）
	１年以上

	4
	２年以上環境衛生指導員の職にあった者
	不要

	5
	大学（短期大学を除く）の理学、薬学、工学、農学の課程において、衛生工学、化学工学に関する科目を修めて卒業した者
	２年以上

	6
	大学の理学、薬学、工学、農学若しくはこれに相当する課程において衛生工学、化学工学に関する科目以外の科目を修めて卒業した者
	３年以上

	7
	短期大学又は高等専門学校の理学、薬学、工学、農学若しくはこれに相当する課程において衛生工学、化学工学に関する科目を修めて卒業した者
	４年以上

	8
	短期大学又は高等専門学校の理学、薬学、工学、農学若しくはこれに相当する課程において衛生工学、化学工学に関する科目以外の科目を修めて卒業した者
	５年以上

	9
	高等学校において土木科、化学科若しくはこれらに相当する学科を修めて卒業した者
	６年以上

	10
	高等学校において理学、工学、農学に関する科目若しくはこれらに相当する科目を修めて卒業した者
	７年以上

	11
	10年以上、廃棄物の処理に関する技術上の実務に従事した者
	10年以上


※ 実務経験とは、適正に（法令に違反することなく）廃棄物の処理に関する技術上の実務に従事した年数。
